
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5 年度国民健康保険事業 

特別会計決算について 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

資料３ 

令和 6 年度第 1回（11 月 19 日開催） 



令和5年度国民健康保険事業特別会計決算の概況

歳入合計  176億17百万円 歳出合計 176億16百万円

繰入金　17億48百万円
9.9％

（うち基金繰入　2億88百万円　1.6％）

内訳 内訳

国民健康保険料　29億84百万円
16.9％

収支差引 0.5百万円   （→次年度〈R6〉へ繰越し）

納付金　43億75百万円
25.1％

その他収入　23百万円　0.1％

府支出金  128億39百万円
72.9％

その他支出　2億84百万円　1.6％

保険給付費　127億57百万円
72.4％

保健事業費　2億円
1.1％
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 歳入合計     176億17百万円　（対前年度4億32百万円減少）

○ 国民健康保険料 R5 29億84百万円 （R4   32億3百万円 ）

国民健康保険事業の費用に充てるため、国保加入世帯の世帯主が市町村に

納付する保険料

○ 繰入金 R5 17億48百万円 （R4   14億94百万円 ）

一般会計から国民健康保険特別会計に繰り入れを行っている一般会計

繰入金と基金の取崩しである基金繰入金により構成

  ※令和4年度より新たに1億円を繰り入れ(保健事業に積極的に取り組むことへの支援)

○ 府支出金 R5 （R4   ）

京都府が市町村に対して、国民健康保険事業に要する費用の一部を負担する

負担金及び交付金

　※保険給付に必要な費用を賄う普通交付金と、市町村の状況等に応じて調整を行う

　　 特別交付金がある

○ 繰越金 R5 2.1百万円 （R4   40百万円 ）

前年度決算の収支黒字分を当該年度に繰り越したもの

 歳出合計     176億16百万円　（対前年度4億11百万円減少）

○ 納付金 R5 43億75百万円 （R4   45億26百万円 ）

制度改革により、京都府が市町村への交付金等に充てるため、市町村の医療費

水準や所得水準等に応じて徴収する納付金

○ 保健事業費 R5 2億円 （R4   1億99百万円 ）

被保険者の健康の増進等のために行う保健事業（特定健康診査・人間ドックなど）

に要する費用

○ 保険給付費 R5 （R4   ）

被保険者が保険医療機関で診療を受けた際などに支払う一部自己負担金（3割等）

を除いた費用を、保険者が給付（保険医療機関に支払う）するものなど

　※高額療養費のほか、出産育児一時金や葬祭費なども含まれる

○ 基金積立金 R5 13百万円 （R4   40百万円 ）

基金への積み立てに要する費用

132億78百万円128億39百万円

【歳入(主要なもの)】

【歳出(主要なもの)】

130億17百万円127億57百万円
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（単位:千円）

R4 R6

決算 当初予算
A

運協での
決算見込

B
決算

C
差引
C - B

当初予算

1. 3,203,080 3,139,616 2,972,589 2,984,012 11,423 3,238,904

3,087,248 3,038,051 2,858,897 2,874,950 16,053 3,133,689

115,832 101,565 113,692 109,062 △ 4,630 105,215

2. 0 2 0 0 0 2

3. 1,315 1,389 1,293 1,316 23 1,289

4. 0 600 450 450 0 0

5. 13,278,202 12,552,547 12,860,490 12,838,973 △ 21,517 12,018,780

12,989,517 12,316,429 12,620,224 12,551,629 △ 68,595 11,797,381

288,685 236,118 240,266 287,344 47,078 221,399

6. 53 149 149 149 0 111

7. 1,493,715 1,628,532 1,807,048 1,747,865 △ 59,183 1,661,828

1,149,053 1,054,538 1,100,412 1,100,569 157 1,100,307

335,431 387,312 363,624 359,412 △ 4,212 369,247

9,231 186,682 343,012 287,884 △ 55,128 192,274

うち財源対策分（※） 0 151,352 318,783 278,020 △ 40,763 180,379

8. 40,308 0 21,224 21,224 0 0

9. 32,316 43,165 48,485 22,926 △ 25,559 37,086

18,048,989 17,366,000 17,711,728 17,616,915 △ 94,813 16,958,000

※財源対策･･･収支の均衡などを目的として歳入の追加を行うもの

　　　　　　　　　

（参考） 標準保険料率と宇治市保険料率

宇治市の保険料率は、京都府が示す標準保険料率とすることを基本としている。

令和5年度国民健康保険事業特別会計決算の内訳

歳　　　　　　　　　　入

項　目

R5

国民健康保険料

現年分

滞納繰越分

一部負担金

使用料・手数料

国庫支出金

府支出金

普通交付金

特別交付金

財産収入

繰入金

基盤安定繰入金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

その他の収入

歳  入  合  計

令和5年度 保険料率 （単位：％，円）

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

宇治市 7.57 27,700 17,700 2.87 9,600 6,500 2.89 12,300 6,000

標準保険料率 7.57 27,793 17,722 3.08 10,943 6,978 2.89 12,364 6,069

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分
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（単位:千円）

R4 R6

決算 当初予算
A

運協での
決算見込

B
決算

C
差引
C - B

当初予算

1. 総務費 234,476 255,339 248,234 245,475 △ 2,759 250,132

2. 保険給付費 13,016,727 12,454,121 12,836,303 12,756,898 △ 79,405 11,922,516

普通交付金対象分 12,906,239 12,316,429 12,728,129 12,648,796 △ 79,333 11,797,381

その他 110,488 137,692 108,174 108,102 △ 72 125,135

3. 国保事業費納付金 4,526,141 4,374,644 4,374,644 4,374,643 △ 1 4,516,688

4. 保健事業費 199,201 245,279 214,037 200,423 △ 13,614 227,305

5. 基金積立金 40,361 149 12,936 12,936 0 111

6. 公債費 0 3,500 0 0 0 3,500

7. 諸支出金 10,860 15,968 25,574 26,047 473 20,748

8. 予備費 0 17,000 0 0 0 17,000

18,027,766 17,366,000 17,711,728 17,616,422 △ 95,306 16,958,000

＜令和5年度決算の概要(決算見込との比較)＞ 収支差引  493千円

・ 保険給付費は一人あたり医療費の増加により、決算見込では約3.8億円の増加を見込

んでいたが、決算見込より約0.8億円の減少となった。

歳入における府支出金は保険給付費の増加を受けて、決算見込では約3.1億円の増加

を見込んだが、決算見込みより約0.2億円の減少となった。

・ 保険料収入は、決算見込では約1.7億円の減少を見込んでいたが、決算見込より

約1,100万円の増加となった。

・ 当初予算で約1.9億円と見込んだ基金繰入を新たに約1億円追加し、約2.9億円の基金

繰入を行なうことで、収支は概ね均衡し、収支差引は49万3千円の小幅黒字となった。

＜収支差引 493千円について＞

・ 令和6年度へ繰越し、国庫返還を除き基金へ積立

歳　　　　　　　　　　出

項　目

R5

歳  出  合  計

（単位:千円）

R4 R6

決算 当初予算
A

運協での
決算見込

B
決算

C
差引
C - B

当初予算

18,048,989 17,366,000 17,711,728 17,616,915 △ 94,813 16,958,000

18,027,766 17,366,000 17,711,728 17,616,422 △ 95,306 16,958,000

21,223 0 0 493 493 0

R5

歳入総額

歳出総額

収支差引

項　目
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令和5年度国民健康保険事業特別会計決算  参考資料

○ 被保険者数の推移

＜年度平均の推移＞

＜月別の推移＞

   被保険者数は、社保加入や後期高齢者医療制度への移行等に伴い減少傾向であるが、
R4年度においても引き続き減少傾向が続いている。

38,693 37,918 37,314
35,627

33,665

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

(人)

R5年度 R4年度 差引

4月 34,800人 36,920人 △ 2,120

5月 34,624人 36,681人 △ 2,057

6月 34,306人 36,386人 △ 2,080

7月 34,077人 36,256人 △ 2,179

8月 33,839人 36,051人 △ 2,212

9月 33,726人 35,862人 △ 2,136

10月 33,594人 35,501人 △ 1,907

11月 33,407人 35,246人 △ 1,839

12月 33,291人 35,032人 △ 1,741

1月 33,071人 34,768人 △ 1,697

2月 32,784人 34,553人 △ 1,769

3月 32,461人 34,269人 △ 1,808

※各月末日時点

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

被保険者数 38,693人 37,918人 37,314人 35,627人 33,665人

前年度増減 △1,499 △775 △604 △1,687 △1,962
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○ 保険給付費の状況

＜全体の推移＞

＜療養給付費の月別推移＞

   令和3年度は前年の新型コロナウイルス感染症の影響による受診控え等の反動により、
大幅に増加となったが、令和4年度以降、保険給付費は再び減少に転じている。
   原因として被保険者数の減少が影響したと考えられるが、その一方で、一人あたり医療
費は継続して増加傾向にあるため、保険給付費及び1人あたり医療費の推移を見守ってい
く必要がある。

13,451,352 
12,762,054 

13,549,716 
13,016,727 12,756,898 

11,528,039 
10,885,135 

11,571,632 
11,114,409 10,843,489 

7,000,000

9,000,000

11,000,000

13,000,000

15,000,000

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

（千円）
保険給付費 うち療養給付費

（単位：千円）

R5年度 R4年度 差引

3月診療分 944,230 987,433 △ 43,203

4月診療分 911,209 971,253 △ 60,044

5月診療分 881,030 972,808 △ 91,778

6月診療分 922,685 979,009 △ 56,324

7月診療分 903,890 881,651 22,239

8月診療分 884,792 910,345 △ 25,553

9月診療分 918,515 906,544 11,971

10月診療分 970,654 990,016 △ 19,362

11月診療分 905,274 914,059 △ 8,785

12月診療分 928,935 915,571 13,364

1月診療分 843,830 845,711 △ 1,881

2月診療分 831,245 842,774 △ 11,529

戻入等 △ 2,800 △ 2,765 △ 35

計 10,843,489 11,114,409 △ 270,920

(単位：千円)

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算

保険給付費 13,451,352 12,762,054 13,549,716 13,016,727 12,756,898

うち療養給付費 11,528,039 10,885,135 11,571,632 11,114,409 10,843,489
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＜国の概算医療費（※）の状況＞

   ※厚生労働省が公表しているこの数値は速報値であり、労災・全額自費等の費用を含まない

      ことから概算医療費と呼称

      これは、医療機関などを受診し傷病の治療に要した費用全体の推計値である国民医療費の

      約98％に相当

(単位：兆円)

年度 合計 伸び率 診療費計 調剤

入院 入院外

H30 42.6 0.8% 34.8 17.3 14.6 3.0 7.5 0.26

R1 43.6 2.4% 35.5 17.6 14.9 3.0 7.7 0.30

R2 42.2 △3.2% 34.3 17.1 14.2 3.0 7.5 0.36

R3 44.2 4.6% 36.0 17.6 15.3 3.1 7.8 0.43

R4 46.0 4.0% 37.6 18.1 16.2 3.2 7.9 0.51

R5 47.3 2.9% 38.4 18.7 16.4 3.3 8.3 0.61

 令和5年度の国の概算医療費は47.3兆円となり、前年度に比べて約1.3兆円の増加、

 伸び率では2.9%となっている。

 ・医科（入院・入院外）の診療費は、前年度に比べ約0.8兆円の増加となっている。

＜宇治市の被保険者1人あたり医療費の状況＞

(単位：円)

年度 合計 伸び率 診療費計 歯科 調剤 その他

入院 入院外

H30 390,081 1.0% 312,447 147,171 137,911 27,365 61,178 16,456

R1 407,469 4.5% 324,950 154,999 141,896 28,055 65,587 16,932

R2 391,993 △ 3.8% 308,232 147,243 134,529 26,460 66,629 17,132

R3 422,492 7.8% 335,269 160,472 145,776 29,021 68,864 18,359

R4 424,323 0.4% 335,556 157,711 147,349 30,495 69,610 19,157

R5 439,740 3.6% 348,151 165,843 152,134 30,174 70,881 20,709

※「その他」は、食事療養、訪問看護、療養費等の合計

 令和5年度の宇治市の1人あたり医療費は439,740円となり、前年度に比べて約15,000円の

 増加、伸び率では3.6％となっている。

 ・医科（入院・入院外）の診療費は、前年度に比べ約8,000円の増加となっている。

 ⇒国・宇治市ともに、医科（入院・入院外）の診療費、調剤等の増加傾向が医療費増加の主

    な要因となっている。

医科
歯科

医科

訪問看護
療養
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○ 財政調整基金の残高状況

＜年度末残高の推移＞

   ※R6年度は当初予算時の残高による

＜今後の基金のあり方＞

  平成30年度からの国民健康保険制度改革においては、京都府に財政安定化基金が設置

  されているものの、 市町村においても、引き続き財政調整基金を保有し、国保財政基盤の

　安定化のために活用することとされている。

　◎令和2年度運営協議会で確認した内容

    ・基金額の目安 ：当該年度保険料の1期分相当

    ・基金の活用 ：①収支不足の財源対策、②保健事業の振興に資する費用

      ～宇治市国民健康保険事業財政調整基金条例　第1条～

　　　宇治市国民健康保険事業の健全財政の維持及び保健事業の振興に資するため、

      宇治市国民健康保険事業財政調整基金を設置する。

1,348,344

834,981 801,493 792,618 823,748

548,800
301,509

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6当初予算

(千円)

(単位:千円)

積立

保健事業等 財源対策 運用収入 繰越金等

H30決算 1,348,344 226,353 5,561 220,792 624,408 565 623,843

R1決算 834,981 514,063 9,031 505,032 700 700 0

R2決算 801,493 33,523 9,391 24,132 35 35 0

R3決算 792,618 8,894 8,894 0 19 19 0

R4決算 823,748 9,231 9,231 0 40,361 53 40,308

R5決算 548,800 287,884 9,864 278,020 12,936 149 12,787

R6当初予算 301,509 192,274 11,895 180,379 111 111 0

年度末
残高

年度
繰入(取崩し)
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